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序　　　　　文

石油はイラン・イスラム共和国の重要な輸出物であり、同国は外貨収入の 75％以上を石油の輸

出に頼っています。現在イラン・イスラム共和国国内のエネルギー総消費量は、エネルギー総産

出量の 44％に達しており、石油消費量も増加傾向にあります。今後エネルギー消費量の増加が継

続的に推移すると、国家経済に大きな影響を与えます。よって、エネルギーの効率的利用（省エネ

ルギー）による石油輸出量の確保は、同国における重要な課題となっています。

このためイラン・イスラム共和国政府は第 3 次 5 か年計画期間（2000 ～ 2005 年）において、省

エネルギーを推進するための政策・施策の実施を検討しています。また、最高指導者ハメネイ師

の 2002 年度の経済部門の一般政策方針では、経済保障や資源政策と同列に、エネルギー政策のな

かで省エネルギーの必要性について言及されています。

以上の背景の下、イラン・イスラム共和国政府は特にエネルギー消費の約 25％を占める工業セ

クターのエネルギー効率化に係る技術の移転と普及を目的として、2000 年 11 月、我が国に対し、

プロジェクト方式技術協力による「省エネルギーセンター設立計画」（要請書題名）を要請してき

ました。

これを受けて、我が国は 2001 年から 2002 年にかけて計 4 回の短期調査団を派遣し、プロジェ

クト方式技術協力事業としての実施可能性・協力内容・詳細計画及び供与機材の内容について調

査しました。今般、これらの調査結果を踏まえて、2002 年 11 月 16 日に討議議事録（R ／D）の署

名を取り交わしました。この結果、「イラン省エネルギー推進」プロジェクトを、2003 年 3 月 1 日

から 4 年間にわたって実施することとなりました。

本報告書は、上記調査員による調査結果、協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェク

トの展開に広く活用されることを願うものです。

ここに、これまで調査にご協力いただいた外務省、経済産業省、在イラン・イスラム共和国日

本大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお

願いする次第です。

2003 年 1 月

国 際 協力事業団　　

理事　望月　　久　
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第 1 章　要請背景

1 － 1　イラン・イスラム共和国概況

（1）一般的事項

正式国名：イラン・イスラム共和国（Islamic Republic of Iran）

人　口　：6,450 万人（2003 年）

国土面積：164 万 8,000km2（日本の 4.4 倍）

首　都　：テヘラン

人口 50 万人以上の市（2001 年調査、＊のみ 1994 年調査）：

言　語　：ペルシャ語

宗　教　：イスラム教（98％、そのうち 90％がシーア派）

暦　　　：イラン暦（3 月 21 日開始、最初6 か月間が 31 日間、続く 5 か月間が 30 日間、最

終月が 29 日間（ただし、4 年間に 1 度 30 日間））

イラン暦 1380 年は、西暦 2001 年 3 月 21 日から開始。

（2）政治状況

1979 年 2 月、イスラム革命でイラン・イスラム共和国（以下、「イラン」と記す）が誕生し、

革命を主導したホメイニ師（1989 年 6 月死亡）及びその後継者であるハメネイ師によって行

政機関並びに法律制度等のすべての面においてイスラム化が進められた。

政治体制　：イスラム共和制

最高指導者：セイエド・アリ・ハメネイ師

議　会　　：一院制（任期 4 年、290 議席；第 6 次国会）

内　閣　　：1998 年 7 月 15 日成立・1999 年 3 月改造

大統領 ハタミ師（1997 年就任、2001 年再選されて 2 期目）

エネルギー相 ハビボッラー・ビタラフ

石油相 ビジャン・ナムダル・ザンガネ

アワズ（Ahvaz）

市�

シラーズ（Shiraz）

人口�
（万人）�

市�

テヘラン（Tehran） 1,200 .0

196.4

122.1 タブリーズ（Tabriz） 116.6＊

82.6

104.2

マシャド（Mashhad）

人口�
（万人）�

ケルマンシャ（Kermanshah）

イスファハン（Isfahan）

66.5＊
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（3）経済状況

1979 年のイスラム革命により引き起こされたアメリカ大使館の占拠事件のため、欧米との

関係は悪化し、また、1980 ～ 1988 年の長きにわたったイラクとの戦争により、イランの経

済は疲弊し、国内総生産（GDP）はほぼ横ばいで推移した。

イラクとの戦争が終結し、1989 年にラフサンジャニ師が大統領に選出されると現実路線に

転換し、内閣閣僚も穏健派・現実派が多数選任された。

1990 年 1 月には第 1 次 5 か年計画が実施され、イラン・イラク戦争で疲弊した経済の立て

直しを最優先課題として、経済の自由化が図られた。その意欲的な計画によって、この間の

経済成長率は約 4％を維持し、GDP も 5 年間で約 30％の増加をみたものの、年率 20％以上の

インフレの昂進及び外貨繰りの悪化を引き起こした。

1995 年からの第2 次 5 か年計画では、インフレの抑制及び外貨繰りの改善が重要課題となっ

た。しかしながら、1995 年にはアメリカの対イラン経済制裁が開始され、原油価格の低迷に

伴う外貨不足から資金繰りはタイトとなり、海外の企業への返済のリスケジューリング並び

に各国からの融資を獲得することにより急場をしのぐなど、厳しい財政運営を強いられた。

1998 年及び 1999 年以降の名目GDP は大きく改善したものの、消費者物価上昇率も高く、結

果としてこの 5 年間のGDP の実質成長率は約 19％にとどまった。

2000 年から開始された第 3 次 5 か年計画では、年 6％の経済成長を見込んでいる。最近の

主な経済指標は下記のとおりである。

出典：朝日新聞
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〈イラン年度は、3 月 21 日から翌年 3 月 20 日まで〉

国内総生産（GDP）：1,872 億ドル（1998 年度）

2,381 億ドル（1999 年度）

1 人当りGDP ：3,024 ドル（1998 年度）

3,162 ドル（1999 年度）

外貨準備高 ：約 80 億ドル

累積債務残高 ：103 億 5,700 万ドル（2000 年 3 月末、イラン中銀発表）

貿易額 ：輸出　131 億 1,800 万ドル（1998 年度）

輸入　142 億 8,600 万ドル（1998 年度）

輸出　197 億 2,600 万ドル（1999 年度）

輸入　135 億 1,100 万ドル（1999 年度）

為替レート ：公定レート 1,750 リアル／US ドル

輸出レート 3,000 リアル／US ドル

TSE（テヘラン株式交換所）レート 8,159 リアル／US ドル

FM（フリーマーケット）レート 8,230 リアル／US ドル

（TSE 及びFM レートは2000 年8 月31 日現在、日本貿易振興会：JETRO

テヘラン事務所調べ）

資　源 ：石油（確認可採埋蔵量　897 億バレル／ 1998 年末、BP Amoco）

天然ガス（確認可採埋蔵量　23 兆 Nm3 ／ 1998 年末、BP Amoco）、

石炭、銅、鉄鉱石、ほか

また、最近の主な経済指標の推移を表 1 に示す。

1 － 2　エネルギー概況

イランのエネルギー消費は、1980 年代後半にはイラン・イラク戦争によりほぼ横ばいの期間が

あったものの、1990 年代に入って年率 7 ～ 8％で増加し、1995 年以降 4 ～ 6％程度の増加に転じ

表 1　主要経済指標実績の推移

1997

52.333.6

－12.1＊

－42.2＊ 49.6

1.6

1998

－21.4

－11.7

22.1

42.674.0

4.8

68.2 55.9

1.6 3.44.5 5.8 2.4

20.023.2 17.349.4

1999

32.9 20.4

62.2

47.3

消費者物価上昇率（％）

1993

22.9＊

イラン年度� 19951994

実質GDP成長率（％）

経常収支（億ドル）

1996

貿易収支（億ドル）

出典：イラン中銀「Economic Trend 99/00　第4四半期」

＊はイラン中銀「Bulletin 96年春・夏版」



─ 4 ─

ている。

最近の一次エネルギー消費の伸び率は GDP の伸び率より高い傾向にあり、1997 ～ 1998 年の

GDP 成長に対する一次エネルギー消費の伸びの弾性値は 1.5 ～ 2.5 に達しており、社会産業構造

はエネルギー多消費型構造へ移行しているものと思われる。

省エネルギー進展状況を計る指標の 1 つとして使われる対 GDP エネルギー消費原単位は、

1980 年から 1990 年までに約 65％も増加、以降はやや伸び率が下がってはいるものの1990 年から

1999 年までに約 8％の増加となっている（図 1）。

1999 年度の原単位（590 石油換算 t ／ 100 万ドル）を他国と比較すると、インドのそれと同程度、

日本の約 6 倍、タイやマレーシア等の東南アジア工業国に比べて 1.5 ～ 2 倍のレベルに達している。

言い換えれば、イランの省エネルギーポテンシャルは非常に高いことが推測される。産業分野の

省エネルギーポテンシャルは 20 ～ 30％、運輸部門では 30％との推定データもある 注 1。

イランにとって石油は外貨収入の約 80％を占める重要な輸出商品である。しかしながら、図 2

に示すように、原油の輸出割合は 1990 年代初頭に約 75％であったものが、1994 年度ごろには約

70％に落ち、1996 年度以降は約 65％まで低下してきている。国内消費の増加により輸出が制約を

受けることは是非避けたいところであり、対策の 1 つとして天然ガスの増産及びそれへの消費転

換が進められている。

図 3 に示すとおり、1995 年以降天然ガスの生産量が増加しており、また図 4 に示すとおり、国

内消費エネルギーの天然ガスへの転換政策についても成果が着実に現れてきているといえる。

図 1　対 GDP 最終エネルギー消費量

注 1　イラン省エネルギー機構 Profile 記載データ
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図 4　種類別エネルギー国内消費量の推移

表 2　燃料種類別の生産、輸出入、需要量の状況

22 255

1,398

27529 153

1,341

308

1998

329

1,611

1,434 1,3231,3181,193542

1,428 587 1,6491,362 1,708

1997

1,689

18 181916 19

357

1999

1,610

1916

1996

1,234

8

19801970 1990 1995イラン年度�

固体燃料、水力ほか�

天然ガス�

生産合計�

原油�

0 0.4

6

0.30 0

0

0.4

862

0.4

872

0 001360

1,332 328 863906 998

863

862

187 18218692 202

0.5

814

814

17159

872

0

10

3881,338 919 998輸出�

転換ロス、貯蔵変動ほか�

電力、固体燃料�

原油及び石油製品�

天然ガス�

0 0

0

00 0

3

2

23

12

39

3 3314

0 3 2345 29

28

8

13

24

7

42

4

70 46 32輸入�

天然ガス�

石油製品�

固体燃料�

9 53

10

5322 37

185

58

647

59

370

152 1841707513

61 172 391285 350

633

403

65

646

382

593

199

20780 397 555最終エネルギー需要�

固体燃料、水力ほか�

原油及び石油製品�

天然ガス�

（石油換算100万バレル）�

出典：Energy Balances of  I.R.Iran 1999 by MOE
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セクター別の最終エネルギー消費状況（1999 年）を見ると、工業部門約 33％、運輸・民生部門

がそれぞれ約 27％となっている（出所：Iran Country Profile）。

また、発電部門と石油精製部門を別に集計したエネルギー省の統計を見ると、住宅・商業部門、

発電部門の伸び率が高いことがわかる（図 5）。

イラン国内には、3 万以上の工場があり、このうち大規模工場約 2,200 の工場が従業員 50 人以

上、付加価値合計が国内全工場の 80％を占める。この 2,200 工場の 1997 年データを対象にエネ

ルギー省が実施した調査によると、鉄鋼部門が最もエネルギー多消費であり、その後、非金属鉱

物、基礎化学、石油製品と続き、これら 4 サブセクターで調査対象工場全体消費量の 70％以上を

占める（図 6、図 7）。

図 5　セクター別エネルギー消費量の推移
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1 － 3　要請に至る経緯

石油はイランの重要な輸出物であり、同国は外貨収入の75％以上を石油の輸出に頼っている。現

在イラン国内のエネルギー総消費量は、エネルギー総産出量の 44％に達しており、石油消費量も

増加傾向にある。今後エネルギー消費量の増加が年率約 6％で推移すると、2018 年にはエネルギー

輸入国に転じる可能性もあり、エネルギーの効率的利用（省エネルギー）による石油輸出量の確保

は同国における重要な課題となっている。

このため、イラン政府は第 3 次 5 か年計画期間（2000 ～ 2005 年）において、①エネルギー価格

への市場価格の導入、②省エネルギーの啓発と助言、③省エネに係るデモ・プロジェクトの実施、

④省エネプロジェクトへの資金支援、及び⑤法制度整備などの施策の実施を検討している。また、

最高指導者（ハメネイ師）の 2002 年度の経済部門の一般政策方針では、経済保障や資源政策と同

列に、エネルギー政策のなかで省エネルギーの必要性についても言及している。

以上の背景の下、イラン政府は特にエネルギー消費の約25％を占める工業セクターのエネルギー

効率化に係る技術の移転と普及を目的とし、2000 年 11 月、我が国に対してプロジェクト方式

技術協力による「省エネルギーセンター設立計画」（要請書題名）を要請してきた。
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第 2 章　調査・協議の経過と概略

（1）短期調査（第 1 次）　2001 年 5 月 22 日～ 6 月 2 日

イランにおけるエネルギー消費状況、エネルギー政策と省エネルギー推進体制、民間企業にお

ける省エネルギーの取り組みの現状等を関係省庁・機関・民間企業等からヒアリングを行うとと

もに、プロジェクト実施予定機関の組織・運営能力、施設・設備等を調査し、JICA によるプロジェ

クト方式技術協力の実施可能性を調査した。

（2）短期調査（第 2 次）　2002 年 2 月 17 日～ 3 月 2 日

省エネルギーに係る法体系を確認し、プロジェクト関連機関の整理とプロジェクト協力体制、プ

ロジェクト実施予定機関の組織・運営能力、カウンターパート（C ／ P）要員の能力、施設・設備

などを調査するとともに、プロジェクト方式技術協力のスキーム、基本的枠組み、プロジェクト・

サイクル・マネージメント（PCM）などについて説明・協議を行った。

調査の結果、商業ビルから産業まで省庁横断的な幅広の省エネルギー規制をめざす「エネルギー

管理法案」は、内閣の承認を得たものの、国会提出されたまま棚上げされた状態であることが確

認された。他方、現在の省エネルギー活動の裏づけとなっているのは、第3 次 5 か年計画（2005 年

最終年）の第 121 条と、同条項に基づく時限規則 "The Executive Regulation of the Paragraphs

A, B, C, D" であることが確認された。

また、今回初めて、石油省傘下の省エネルギー実施団体であるイラン燃料消費最適化機構

（IFCO）を訪問した。石油省とエネルギー省の役割分担は、エネルギー省は、電力省といわれた経

緯からも分かるとおり、従来、水力、原子力、再生可能エネルギー開発など国内の電力供給を担っ

ている。一方、石油省は、国富源泉である石油や天然ガス政策など、国内でも燃料供給や価格設

定に強い影響力をもっている。省エネルギー政策の進め方では、比較的リベラルな政策志向の石

油省は「民間活力による市場メカニズム」活用を促す方向性がみられる一方、国内の省エネルギー

人材養成では、既に、職業訓練などエネルギー省には着実な実績があることを確認した。人材育

成を柱とするこのプロジェクトの C ／ P 機関としては、エネルギー省を立てることに問題はない

ことが確認された。

（3）短期調査（第 3 次）　2002 年 7 月 6 日～ 7 月 18 日

技術協力の具体的内容、具体的投入、協力実施スケジュール、プロジェクト・デザイン・マト

リックス（PDM）などについて協議を行った。

今回の協議では、協力期間を 5 年間から 4 年間に短縮した。また、プロジェクト名称を「国立エ

ネルギー管理研修センター」プロジェクトから、「エネルギー管理推進」プロジェクトとすること
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で合意した（和文名称については、その後、討議議事録（R ／D）署名直前の日本国内の検討に基

づき、「省エネルギー推進」プロジェクトと変更された）。

また、タブリーズという地方都市での訓練プロジェクトが、イランの全国レベルでより効果を

発揮できるように、政策面での省エネルギー推進策に関して助言・提言を行う省エネルギー政策

専門家をテヘランに駐在させることとなった。派遣期間や詳細な業務指示書（TOR）は、次回調査

団派遣時に検討することとなった。

調査団派遣最終日に、第 2 回調査団でイラン側から口頭で依頼のあった、イラン省エネルギー

政策に対するアドバイスを含めた日本の省エネルギーの歴史及び経験の紹介を行うべく、セミナー

を開催した。(財)省エネルギーセンターの縫部常務理事の分かりやすい説明と優れた通訳のおか

げで評価の高いものとなった。マスメディアによる取材も多く、聴衆からの質問も数多く出され、

イラン側の熱心さが感じ取れた。

（4）短期調査（第 4 次）　2002 年 9 月 16 日～ 9 月 30 日

技術協力の具体的内容、具体的投入、協力実施スケジュール、PDM などについて、これまでの

短期調査でつめきれていなかった部分について協議を行った。

プロジェクト目標の指標に関して、イラン側が希望するエネルギー消費原単位（Specific Energy

Consumption：SEC）の推移を採用したが、より短期的に計測可能な指標として、「工場が研修生

の省エネ提案を受け入れる件数」「省エネ提案を受け入れて政府の省エネ補助金（無利子ローン）の

給付を受けた件数」も使用することとなった。

また、今回プロジェクトで設立する訓練センター「国立省エネルギー訓練センター（NTCEM）」

が研修に特化した機関であるため、NTCEM の活動が産業における省エネの現実のニーズを反映

することが可能なように、産業への省エネ推進機関であるイラン省エネルギー機構（SABA）との

協力／連携を行うことで合意した。

供与機材については、貿易管理令との関連を調査しながら、仕様の確認及び現地調達の可能性

を調査した。

（5）実施協議調査　2002 年 11 月 9 日～ 11 月 18 日

これまでの短期調査の結果を踏まえ、討議議事録（R ／D）の内容について、イラン側関係機関

と協議・合意のうえ署名・交換した。その他、協議で合意した事項を協議議事録（M／M）に取り

まとめ、署名・交換した。

前回調査団では、研修用機材としてコンピューターの供与（デスクトップ型及びラップトップ

型）を考えていたが、イラン国内にて入手できるソフトが海賊版に限られる可能性が高いことか

ら、ソフトを含めてコンピューター類はすべてイラン側負担で調達することで合意した。
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代替条件として、イラン側にて当初購入予定であったコピー機 2 台（テキスト作成用など）を日

本側で負担してほしい旨の話があり、前向きに検討する旨を回答した。

プロジェクト運営の問題として、SABA がプロジェクトの協力機関として位置づけられている

が、実際にはプロジェクトサイトであるエネルギー管理訓練センターへの研修員の選考・送り出

しや、修了証への署名、研修修了者の研修効果モニタリング・評価など、かなり実質的な部分を

担当することになっている。そのため、プロジェクト開始後、SABA がプロジェクト運営に様々

な形でかかわってくる可能性は十分考えられる。

現時点で、プロジェクトにおけるエネルギー省省エネルギー局（EEO）、SABA、アゼルバイジャ

ン高等教育センターの関係が明確になっていないため、今後のプロジェクトの成否は EEO の調整

能力にかかっているといえよう。また、プロジェクトの活動を普及し、省エネルギーの実効を高

めるためには、SABA の評価活動や工場診断の結果を大いに活用することが重要である。

訓練機材を設置する建屋の建築をイラン側が行うことになっており、R ／ D 署名時には建設物

のデザインを考案している最中であった。供与機材搬入のタイミングを勘案しながら、イラン側

の進捗を見守る必要がある。
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第 3 章　プロジェクト・ドキュメント

〈プロジェクト・ドキュメント〉

プロジェクト・ドキュメント

イラン・イスラム共和国
省エネルギー推進プロジェクト

2002 年11 月16 日
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要　　　　　約

イランは世界有数の産油国であり、外貨収入の 8 割を石油、天然ガスなどのエネルギー輸出に

頼っている。近年エネルギーの国内消費が急増しており、2018 年にはエネルギー輸入国に転落す

るという試算もある。イラン政府はこれに危機感を抱き、効率的なエネルギー管理を通して持続

的な発展を行い、予想されるエネルギー危機を回避することを期待している。日本側も過去のエ

ネルギー危機を乗り越えることで蓄積した技術をイランに移転することで、国際的に安定したエ

ネルギーの需給体制を維持することに意義を見出し、4 次に及ぶ短期調査のあと、おおむねイ

ラン側要請のとおり、本件プロジェクトを実施することにした。

本件プロジェクトの終了時までに達成すべき目標は「省エネルギー訓練センターが産業界のエ

ネルギー管理に貢献する」と設定された。この目標を達成するために日本側は専門家の派遣、機

材の供与、研修員の受入れなどを行い、イラン側も必要な人材、土地、建物、プロジェクト運営

資金などの投入を行うことになった。イラン側の実施責任機関はエネルギー省省エネルギー局

（EEO）、協力機関は省エネルギー機構（SABA）である。省エネルギー訓練プログラムが実施され

るのは、イランのタブリーズ市にあるエネルギー省所管のアゼルバイジャン高等教育センター内

の省エネルギー訓練センターである。

この訓練には全国の工場からエネルギー管理担当技術者が参加することが見込まれている。こ

れらの訓練生が職場に戻って確実に省エネルギーを行うことで、生産ラインのエネルギー効率が

向上することが期待されており、プロジェクトとしても確実なアフターケアを通してこれを支援

することとしている。同時に本件訓練プログラムに訓練生を参加させるためのインセンティブを

向上させるために、EEO にエネルギー政策の日本人専門家を派遣し、関連の制度を整備すること

を予定している。

本件プロジェクトを評価 5 項目で診断したところ、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立

発展性のすべてにおいて適切であることが分かった。イランの重要な優先課題に対し、日本が自

らの実績の多い分野で対応するという組み合わせで、費用対効果、波及効果などの面で大変妥当

性の高いプロジェクトであるといえる。
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1．序　説

イランは世界全体の約9％の石油埋蔵量（900 億バレル）をもつ産油国であり、日本の石油の11％

はイランから輸入されていることから分かるように、重要な国際的エネルギー供給国である。一

方でイラン国内でのエネルギー消費は確実に伸びつつあり、このままでは 2018 年にはエネルギー

輸入国になってしまうという試算もある。

イランでは原子力、天然ガスなどの石油代替エネルギーの開発、民生用エネルギーの効率的利

用などが図られつつあるが、製造業におけるエネルギー効率の悪さも従来から指摘されてきた。一

方で日本は 2 度にわたる石油危機を経て、特に産業界でのエネルギー効率は大きく改善されてき

た。

このような背景の下、イラン政府は 2000 年 9 月 18 日付けで日本政府に対し、産業界の省エネ

ルギー能力の向上を目的とした訓練プロジェクトに関する国際協力を求めてきた。この要請に対

し、日本側は合計 4 度に及ぶ事前調査団による調査・議論を経て、2002 年 11 月、両国は本件プロ

ジェクトの実施協議書を署名・交換した。

本件プロジェクトは石油省傘下のアゼルバイジャン高等教育センター（以下「アゼルバイジャン

センター」）での省エネルギー訓練を活動の中核に据えている。ターゲットグループは各種製造業

の工場のエネルギー管理担当技術者であり、プロジェクト期間は 4 年を予定している。プロジェ

クトの目標は訓練修了生が各工場に戻ってからの活動で省エネルギーに効果をあげることである。

アゼルバイジャンセンターでは既に各種の訓練・研修を行っており、人材・施設ともに充実し

ている。このセンターを中心に日本側が省エネルギーに関する訓練技術を移転することで、産業

界に即効的な効果が現れ、エネルギー効率の向上に貢献するであろう。

イランの現政権は現在、国内政治情勢、アメリカからの経済封鎖、隣接国であるアフガニスタ

ン、イラクの情勢など難しい舵取りを迫られているが、このプロジェクトがイランの長期的な繁

栄と周辺地域の安定、更には日本との友好関係の基礎となることが期待されている。
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2．プロジェクト実施の背景

2 － 1　当該国の社会情勢など

イランは世界第 5 位の石油、及び世界第 2 位の天然ガス埋蔵量を有する有数の産油国であり、同

国の外貨収入の約 8 割を石油産品輸出に依存している。1990 年 1 月には第 1 次 5 か年計画が実施

され、イラン・イラク戦争で疲弊した経済の立て直しを最優先課題として、経済の自由化が図ら

れた。この間の経済成長率は約 4％を維持し、国内総生産も 5 年間で約 30％の増加をみたものの、

年率 20％以上のインフレの昂進及び外貨繰りの悪化を引き起こした。

1995 年からの第 2 次 5 か年計画では、インフレの抑制及び外貨繰りの改善が重要課題となった。

しかしながら、1995 年にはアメリカの対イラン経済制裁が開始され、原油価格の低迷に伴う外貨

不足から資金繰りは困難となり、海外の企業への返済リスケジューリング並びに各国からの融資

獲得により最悪の事態は免れた。1999 年に入って原油価格が回復したことにより、対外収支は改

善しつつある。

2000 年 4 月より、原油モノカルチャー経済からの脱却及び市場経済体制への移行を目的とした

経済構造調整政策の推進や外貨導入を内容とする第 3 次 5 か年計画（2000 ～ 2005 年）が実施され

ている。本計画では年 6％の経済成長が見込まれるが、現在、施設の老朽化などに伴う原油生産量

の伸び悩み及び国内消費の伸びによる原油輸出量の低下が生じており、同国経済の制約要因となっ

ている。

2 － 2　対象セクター全体の状況

（1）エネルギー政策

1980 年代の疲弊した経済状況から立ち直り始めたイランにとって、1990 年代はエネルギー

問題が重要な課題となり、1990 年以降の各 5 か年計画においては、エネルギーの合理的使用

と環境保護政策を打ち出している。

1990 年から始まった第 1 次 5 か年計画においては、エネルギー最適利用実現のための政策

表 2 － 1　主要経済指標

1997

52.333.649.6

1.6

1998

－21.4

－11.7

22.1

42.674.068.2 55.9

1.6 3.44.5 5.8 2.4

20.023.2 17.349.4

1999

32.9 20.4

62.2

47.3

消費者物価上昇率（％）

イラン年度� 19951994

実質GDP成長率（％）

経常収支（億ドル）

1996

貿易収支（億ドル）

出典：イラン中銀「Economic Trend 99/00　第4四半期」
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が策定され、各種エネルギー使用機器における消費の節約を謳うとともに、電気・ガス・石

油製品の価格を限界コスト水準に設定した。また、低所得者や農業分野向けには特別価格を

設定し、過剰消費に対しては価格を引き上げるなど、消費削減のための具体的な価格政策が

盛り込まれた。

1995 年から始まった第 2 次 5 か年計画においては、エネルギー消費削減のために、以下の

ような更に具体的な政策が策定された。

1）エネルギー消費機器の基準の策定

2）上記基準が遵守できない場合の罰則

3）ピーク時電力消費低減のための、就業時間帯調整

4）工場におけるエネルギー多消費月の消費量低減のための、季節に対応した規則の策定

5）省エネルギー投資優遇利率を適用した融資制度の策定及び実施

6）エネルギー販売収入の 2％を関係省庁による省エネルギーに関する調整費に充当

7）ビルのエネルギー消費基準の策定

8）マスメディア、教科書を利用した省エネルギー意識の普及推進

9）一定以上のエネルギー（5MW 以上の契約電力又は年間 5,000m3 以上のエネルギー）を消

費する工場などに対するエネルギー管理組織の義務づけ規則の策定及び当該管理組織の訓

練の実施

2000 年から始まった第 3 次 5 か年計画では、省エネルギーと環境保全対策を推進するため

に、以下のような政策を打ち出している。

1）エネルギー使用機器やシステムのエネルギー消費基準の策定

2）通年及び季節による就業時間規制

3）工場における四半期ごとの就業時間規制

4）ビルの設計及び建設に係る規則の策定

5）一定以上のエネルギーを消費する事業者に対する、規則不遵守の場合の罰則規定の策定

（2）エネルギー消費量

イランのエネルギー消費は、イラン・イラク戦争により疲弊した経済状況であった 1980 年

代後半にはほぼ横ばいの期間があった。しかしこの戦争終結後の経済再建の実現のため、市

場経済化や自由化を中心とする経済改革路線に伴う国内産業の活性化が図られた。その結果、

エネルギー消費は 1990 年代に入って年率 7 ～ 8％で増加し、1995 年以降 4 ～ 6％程度の増加

に転じている。GDP100 万ドル当たりの一次エネルギー消費（エネルギー消費原単位）は、

1998 年度で 607 石油換算 t であり、日本の約6 倍、東南アジア工業国に比べて 1.5 ～ 2 倍のレ
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ベルに達している。

このようにGDP 当りのエネルギー消費が高いので、有効なエネルギー効率向上施策が必要

である。

（3）省エネルギー技術導入の必要性

前述のとおり、エネルギー消費量の伸び率はGDP の伸び率より高い傾向にあり、イランは

エネルギー多消費構造へ移行しているものと思われる。その結果、原油の国内消費が年々増

加し、原油の輸出割合は 1990 年代初頭は約 75％であったものが、1994 年ごろには約 70％に

落ち、1996 年以降は約 65％まで低下してきている。

この原油の国内消費を減らし外貨獲得に貢献する方策として、天然ガスのエネルギー需要

の転換を進めているが、並行した対策として、エネルギー効率向上技術の導入が有効となる。

イランでは各産業の近代化が進んでおらず、古い設備が多く、管理状態も悪く、このために

エネルギー効率も悪い。したがって、それほど大型投資を伴わないエネルギー効率向上対策

で、大幅な改善効果が期待できる。

2 － 3　当該国政府の戦略

2001 年 3 月 11 日、イランの最高指導者ハメネイ師は経済保証、エネルギー、水資源、鉱業、国

家資源及び交通の各分野の司法、行政、立法を担当する公的機関に対して一般政策を通知した。当

該プロジェクトに関しては、そのうちのA-7 の「エネルギー効率及びエネルギー消費の削減」の項

目に貢献するものと位置づけることができる。

表 2 － 2　エネルギー使用状況

633

819

97.790.9

15.1

最終エネルギー需要＊
一次エネルギー供給＊
GDP（兆リヤル） 13.910.7

発電量（10億KWH）

14.7

555

1990イラン年度 1995 19971996

730

593

506

397

763

59.1 85.0

42.2（468）

54.7（607）

（GDP100万リヤル当たり） （toe／100万ドル）

103

6.2 6.76.5

1998

（総量） （10億ドル）

37.2

15.4（187）

844

651

54.252.5 52.0

41.840.0 40.4

6.1

47.5

5.5発電量（10億WH／リヤル）

一次エネルギー供給＊

最終エネルギー需要＊

＊石油換算バレル／100万リヤル
出典：Energy Balances of  Islamic Republic of  Iran

Prepared by Energy Planning Bureau of  Ministry of  Energy
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具体的なエネルギー関連方策としては、現行の第 3 次 5 か年計画（2000 ～ 2005 年）の第 121 条

において、以下の政策が打ち出されている。

1）エネルギー使用機器・システムのエネルギー消費基準は、エネルギー省、石油省、産業標準

研究所、環境保護機構、その他関係省庁から構成される委員会によって策定される。

2）商務省は、エネルギー省及び内務省と協力し、商業及び工業分野の就業時間規制、特に電力

負荷のピーク時に関する規制を立案する。

3）停電又はエネルギー制限が発生した場合、消費者は、被った損害額に比例して、その料金の

支払いを免除される。

4）特別委員会は、公共及び民間のビルのエネルギー消費抑制計画において適用されるエネルギー

消費基準の規則・規定を起案し、その手続のスピードアップを促す方策を実施する。この委員

会は、住宅・都市開発省、内務省、石油省及びエネルギー省、並びに計画予算庁の代表者によ

り構成される。

これら 5 か年計画に基づき、エネルギー省は「エネルギー消費管理法案」を作成した（要約は、

3 － 1（1）参照）。1999 年 8 月、内閣の本委員会承認を得て、国会に提出された。この法案の制定

が待たれるところ、一部の罰則規定や、省エネルギーに係る省庁間ワーキンググループの設置な

ど、一部の内容についての実施細則は 2005 年までの時限立法「The Executive Regulation of the

Paragraphs A,B,C,D」ができており（詳細内容は、3 － 1（1）参照）、2001 年 12 月 4 日に内閣の承

認を得ている。実態はこの時限立法に基づいて進められている。エネルギー消費管理法案を実施

するためには、石油省とエネルギー省の役割分担の明確な線引が必要である。また、エネルギー

管理対象工場の指定、更にエネルギー管理状況の悪い工場に対する罰則を含んでいることなどか

ら、行政ではなく政治レベルでの意思決定が必要となる。

このような背景の下、2001 年にエネルギー最高評議会（Supreme Energy Council）が設立され

た。これは、第 3 次 5 か年計画（2000 ～ 2005 年）第 2 条で謳われている省庁統合のうち、エネル

ギー分野について、石油省及びエネルギー省の統合その他エネルギーに係る事項を調整するため

に設立されたものである。現在、エネルギー最高評議会は、評議会内の専門委員会の設置や構成

などについて協議中であり、実質的な活動は始まっていない。稼働した暁には、エネルギー消費

管理法案施行における関係機関の調整もエネルギー最高評議会が行うこととなる。

2 － 4　過去・現在に行われている政府、その他団体の対象分野関連事業

（1）JICA による開発調査

・エネルギー開発計画調査（1992 ～ 1994 年）

エネルギーモデル開発、政策提言
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・エネルギー最適利用計画調査（1994 ～ 1997 年）

主要業種の省エネルギーポテンシャル推定、政策提言、診断技術移転

（2）JICA による集団研修

・省エネルギー研修（1996 ～ 2000 年）

省エネルギー政策、技術に関する研修

（3）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）による共同実施等推進基礎調査

・温室効果ガス削減のための省エネルギー改善フィージビリティー調査（F ／ S）

（1999 ～2000 年）

主要製油所、製鉄所、セメント工場、発電プラントなどの省エネルギー対策調査

（4）国連 ESCAP による技術移転

・省エネルギー診断（1999 ～ 2001 年）

Teheran Cement, Iran Tractor Foundry 及び製糖工場に対する省エネルギー診断の実施、

診断技術の技術移転

（5）EU による技術移転

・EU- イランエネルギーダイアログ（2000 年）

長期的・包括的なエネルギー政策の策定をめざした協力。その一環として、EU における

省エネルギー政策事例や経験の紹介・情報提供
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3．対象開発課題とその現状

3 － 1　対象課題の制度的枠組み

（1）エネルギー管理制度

第 3 次 5 か年計画の第 121 条に明記された省エネルギー推進については、エネルギー省だ

けでなく、他省庁（石油省、住宅省、工業省、農業省、交通省など）が取り組んでおり、各省

庁、民間機関が省エネルギー活動の実績づくりに努力している。

エネルギー管理制度に係る法令として、「エネルギー消費管理法案」がある。要約は以下の

とおりである。

①エネルギー浪費の防止、生産性の向上、資源保護、持続的発展支援及び環境へのダメー

ジの最小化を実現するための法案として、②エネルギー消費システム・方法・機器における

エネルギー消費基準の作成、実施及び監督を行い、③省エネルギーに係るインフラストラク

チャー及び組織を整備し、④各部門（建築、産業・サービス、運輸、エネルギー生産者及び販

売者）における省エネルギー規制及び罰則規定を設定し、⑤電力ネットワークの負荷管理、シ

ステム整備を行い、⑥省エネルギーに関する教育・訓練の推進を行う。

この法案の第 12 条には、「エネルギー需要が政府の定める水準を超えるすべての事業者は、

エネルギー管理部門を設置し、エネルギー診断及び有効利用規制に関する必要な措置を講じ

なければならない。エネルギー管理部門の業務や役割は、本条の施行規則に従うものとする」

と規定されている。

この法案は、内閣の承認を得たあと、国会審議及び護憲委員会による承認を待っている段

階である。

法案が成立するまでの有効な規則としては、第 3 次 5 か年計画の 121 条に基づく規則「The

Executive Regulation of the Paragraphs A,B,C,D」が、2001 年 12 月 4 日付けで閣議承認さ

れている。その 29 条に「5MW 以上の契約デマンド又は年間エネルギー消費が石油換算で

5,000m3 以上の工場及び商業ビルは、工場（ビル）内に、独立部署『エネルギー管理部』を設

置すること」と規定されている。

現在のところ、エネルギー管理者制度、資格取得方法などに関する明文規定はないが、実

質的には当該規則に基づき、各工場（ビル）における省エネルギー活動を実施する方向で動い

ている。

（2）エネルギー行政関連機関

1）エネルギー省
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エネルギー省はエネルギーと水資源を最大限に活用し、工業、農業、都市、地方、運輸部

門に十分供給することを目的として、1974 年のエネルギー省設置法によって設立された。

主な業務分野は以下のとおりである。

ａ）あらゆる種類のエネルギーの研究、資源利用に関する長期短期の計画、各セクターの

エネルギー需要の評価、エネルギー消費の調整

ｂ）未利用エネルギーの研究と割り出し作業

ｃ）エネルギーに関する国家政策策定

ｄ）エネルギー生産、消費、輸送及び分配にかかわる各種組織活動の調整

ｅ）エネルギー消費とその効率の管理

ｆ）産業界の代替エネルギー消費管理

ｇ）エネルギー生産、消費、輸送及び分配にかかわる各種法令・規則の整備

ｈ）エネルギーに関係する他国あるいは国際組織との情報交換及び科学、技術、産業、商

業に関する協力

ｉ）発電プラント、送電網、上水施設建設の計画策定と実施

ｊ）関連政策などを考慮した水利用総合計画を策定するための地表水、地下水を含む水資

源の研究と割り出し作業

ｋ）必要な施設建設と水利用計画を実施するための地下水開発と地表水制御に関する具体

的な研究

ｌ）水に関する施設建設と活用

ｍ）水利用管理と法令・規則の執行

ｎ）より良い水資源活用のための科学技術の研究と実施

ｏ）必要な人材育成のための訓練実施

ｐ）水と電力の生産、消費、輸送、及び分配にかかわる資機材の政策と供給

なお、エネルギー省内のプロジェクト関連組織図については 7 － 1 を参照のこと。

2）省エネルギー局（EEO）

1994 年に設置された省エネルギーの主管部局であり、省エネルギーに関する中心的な役割

を担っている。

ａ）組織：産業グループ、ビル・基準グループ、運輸グループ、教育啓発グループ

ｂ）スタッフ：15 名（うち 3 名は臨時雇用）

ｃ）予算：2001 年度 358 億 1,800 万リアル（約 460 万 US ドル。直接経費のみ）

ｄ）機能：以下のとおりである。

・国家における合理的エネルギー利用のための政策、指針の草稿、策定、実施
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・消費者レベルのエネルギー消費推進

・国家レベルの省エネルギー訓練コースの設計、監督、協力

・エネルギー利用効率化のためのパイロットプロジェクト、F ／ S の計画、実施、監督

及び研究プロジェクトの開発、改善

・政府及び民間研究機関の設立支援、エネルギー利用効率化プロジェクト実施のため

の技術的、財政的支援

・経済的、環境的インパクトの観点からの、エネルギー利用効率化のための基準・規

約の編成、準備、設定

3）イラン省エネルギー機構（ペルシャ語名略称「SABA」）

1996 年に設立された公益法人であり、EEO によるエネルギー利用効率化に関する施策を

実施する機関。

ａ）組織：本部はテヘラン。支部はイスファハン、マシャド。アラク、タブリーズ、アワー

ズ、シラーズ、テヘランの 5 か所に支部設置予定。

ｂ）スタッフ：エンジニア 35 名、研究員 17 名、管理部門 8 名の計 60 名。上記 5 か所の支

部が開設される際に、24 名を新規雇用予定。

ｃ）予算：100％政府出資。2000 年度予算は 50 億リアル（約 63 万 5,000US ドル）

ｄ）機能：以下のとおりである。

・国家レベルの省エネルギーを促進するための省エネルギーポテンシャル調査、戦略の

考案、F ／ S の実施

・省エネルギーに係るコンサルティング

・エネルギーに係る教育・広報活動

・エネルギー効率標準化に関する研究開発、産業界との協力

・環境影響調査の実施

ｅ）研修：1999 年までに計 1,000 人以上研修。2000 年度も計 4 回実施。

ｆ）低利融資制度周知のための活動：省エネルギー推進投資に必要な、低利融資制度（金

利 18％、返済 4 年間、通常 23 ～ 27％）周知のためのセミナーの開催（2001 年 4 回）

（3）訓練センター

エネルギー省所管の技術訓練センターは、以下の 5 か所に設置されている。これら各セン

ターのなかで、アゼルバイジャンセンターは電力、電力ネットワーク分野に卓越しており、最

近は省エネルギー訓練を実施している。第 3 次 5 か年計画で規程された省エネルギーに係る

訓練の各センターの実施割合及び SABA による評価結果は以下のとおりである。
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これら 5 か所の訓練センターのうち、主要 3 センターで今年予定されているコースは以下

のとおりである。

（4）石油省関連省エネルギー活動

1）石油省

石油省はエネルギー行政のうち、原油輸出、天然ガス開発などのエネルギー資源問題に関

係することから、国内の天然ガス供給や燃料転換、燃料価格問題などのエネルギー供給サイ

ドを管轄する。

また石油省は、「エネルギー消費管理法案」の実施暫定細則（時限立法）における省エネル

ギーワーキンググループの一員となっているとともに、エネルギー高等評議会のメンバーで

もある。

2）イラン燃料消費最適化機構（IFCO）

2000 年に国立イラン石油会社（NIOC）傘下に設立された石油省直轄の、エネルギー供給サ

イドを中心とした省エネルギー推進機関である。交通、施設・設備、工業における省エネル

ギーを推進のための予算管理、F ／ S、業務管理・評価を行っている。研究開発については

シャリフ工科大学、訓練についてはエネルギー国立研究所にそれぞれ委託している。

3）シャリフエネルギー研究所（SERI）

1999 年に石油省とシャリフ工科大学の支援によって設立されたエネルギー分野の研究機関

である。エネルギー・経済・環境モデル研究、エネルギー情報システム構築、実施施設及び

ライブラリーの充実を行っている。また、修士課程では、エネルギーモデル、省エネルギー・

環境技術、エネルギーと環境分野の研究を進めている。新エネルギー・産業技術総合開発機

構（NEDO）の共同実施等推進基礎調査の協力機関としての実績もある。1992 年から 1999 年

のプロジェクト実施実績は以下のとおりである。

・1992 ～ 1999：包括的エネルギー開発計画

表 3 － 1　各訓練センター比較

ファースアゼルバイジャン イスファハン ケルマンシャ

10％25％ 5％15％

2.7 2.5 3.0

15％

マシャド

訓練実施割合

SABA評価（4点満点） 3.5 3.0

表 3 － 2　主要訓練センターにおける開講予定コース一覧

22

48

大卒向け� 技術者向け�

76

センター名�

94

35 103

大卒資格取得コース�

25

アゼルバイジャン�

163

218

合　計�

160マシャド�

イスファハン� 27 111
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・1992 ～ 1994：包括的エネルギー開発解析（JICA 開発調査によって日本エネルギー経済

研究所（IEEJ）との共同実施）

・1995 ～ 1996：社会経済分野におけるエネルギーの合理的利用方法解析

・1997：エネルギー資源助成金の再分配プログラム

・1995：発電所における最適エネルギー循環モデル

・1998：Razi 石油コンビナートにおけるエネルギー循環最適化

・1998：二酸化炭素排出リスク解析

・1998：鉄鋼産業における包括的エネルギー管理システム

・1999：アルミニウム製造におけるエネルギー循環モデル

（5）エネルギー高等評議会

省エネルギー活動に関わる関係機関を調整するために、2001 年に高等評議会が設立された。

メンバーは、石油省、エネルギー省、経済財政省、鉱工業省、農業省、原子力庁、環境保護省

であり、行政企画庁が事務局となっている。

3 － 2　対象開発問題・課題

現在イラン国内のエネルギー総消費量は、エネルギー総産出量の 44％に達している。人口の約

36％が 15 歳以下であるイラン注1 は、将来的にも石油消費量が増加傾向にある。今後エネルギー消

費量の増加が年率約 6％で推移すると、2018 年にはエネルギー輸入国に転じるという試算もあり、

エネルギーの効率的利用（省エネルギー）対策は重要な課題である。

一般的にエネルギー管理は、エネルギー供給方法の多様化とエネルギー需要側の消費量コント

ロールが重要である。例えば、需要管理として省エネルギー推進、供給方法の多様化策として石

油代替エネルギー開発、エネルギーの生産・分配・流通の効率化、加えて、エネルギー価格政策

などがある。価格政策には、産業・家庭・運輸各部門の省エネルギーインセンティブを生み出す

ため、価格差別化などを含む誘導政策がある。これとともに包括的な法制度の整備、エネルギー

消費者である技術者の訓練、ローン・減税などの省エネルギー推進補助制度の準備などが重要で

ある。イランの全エネルギー消費の分野別構成は図 3 － 1 のとおりである。

イランの国家的課題であるエネルギー消費の効率化を実現するためには、上記のとおり様々な

アプローチ、プロジェクトが考えられるが、それぞれの分野で効果的に取り組み、相乗効果をあ

げる必要がある。イランにおけるエネルギー管理に関する主な課題と取り組みは以下のとおりで

ある。

注 1　Economist Intelligence Unit 'Country Profile 2000-Iran'
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（1）エネルギー供給の多様化――石油代替エネルギーの開発

エネルギー供給の多様化については国内エネルギーの石油から天然ガスへの転換を図って

いる。天然ガスネットワークの敷設が 20 年前の 30％であったものが、現在は 60％まで開発

が進められている。その他、原子力・風力発電を開発しつつある。

（2）エネルギー価格の設定

現在は、エネルギー価格は政府補助によって安価に抑えられているため、省エネルギー意

識は全体的に高いとはいえず、戦略的なエネルギー価格施策の運営が臨まれる。

（3）法制度の整備

現在、「エネルギー消費管理法案」が国会に提出され、法制化が待たれるところである。各

事業所におけるエネルギー管理を推進するためには、同法案によるエネルギー管理部門の業

務や役割の明確化と、その活動の牽引車たるエネルギー管理者の位置づけを明確にすること

が必要である。イランでは下記のような方策が実施、あるいは検討されつつあり、エネルギー

管理技術者の訓練と併せて効果を出すことが期待されている。

1）エネルギー管理対象工場・建物の指定

2）エネルギー管理監査制度の確立

3）エネルギー対策が不十分な工場・建物への罰則措置

4）エネルギー対策が良好な工場への減税等優遇措置

5）エネルギー対策のための設備投資に対する公的ローン

図 3 － 1　イランにおける分野別エネルギー消費シェア

出典：Energy Balances of Islamic Republic of Iran, 2000
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（4）エネルギー生産・分配部門の効率化

特に火力発電、送電、変圧についてのエネルギーのロスは、国際平均 8％に比べてイランは

15％になるという。このロスを減らすために訓練などを行っている。

（5）工業分野のエネルギー対策

工業分野でのエネルギー消費効率は原単位で計られることが多い。この値がイランの生産

業では非常に高い、つまり単位生産物当たりのエネルギー消費が大きい。工業分野は今後の

経済成長を支える大きな柱であり、この分野での適切なエネルギー管理はイランの持続的な

発展のための大きな課題である。政府は技術者の訓練、工場への規制、ローンを含めたイン

センティブの付与などの手段により、工業分野でのエネルギー効率を向上させようとしてい

る。

（6）運輸関連のエネルギー対策

自動車や業務用車両によるエネルギー消費の対策は難しいが、イラン政府はガソリンなど

への政府補助金を削減すること、つまり価格操作による消費の抑制を考えている。

（7）商業・民生部門のエネルギー対策

住宅や商業建築の省エネルギー査察制度、家電製品の消費電力表示義務づけ、灯油への政

府補助金削減などにより対応しようとしている。

今回はターゲットグループを特定しやすいこと、即効性が期待できること、日本にノウハ

ウの蓄積のあることなどから、工業分野の省エネルギー対策に的を絞った協力を実施するこ

ととした。上記のうち（3）と（5）を本件プロジェクトのターゲットとしたが、それ以外の項

目は、本件プロジェクトが貢献する産業界の省エネルギー対策と併せることにより、国家エ

ネルギー管理能力を一層高めるものと期待される。
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4．プロジェクト戦略

4 － 1　プロジェクト選択

日本は 1973 年、1978 年の 2 度にわたる石油危機を経て、官民をあげて効率的なエネルギー管理

に取り組み、特に工業分野で大きくエネルギー効率を改善することに成功してきた。工業分野で

のエネルギー効率改善の努力は比較的短期間に効果が出ることが期待でき、日本は多くの技術的

蓄積を有している。

一方、この観点でイランの現状をみると、各工場、ビルなどは、エネルギーに関する適切な管

理技術を有しておらず、専門家が不足している。エネルギー管理を専門とするコンサルタントも

不足しているため、効果的なエネルギー管理対策が講じられていない。エネルギー多消費企業に

対する聞き取り調査からも、効率的なエネルギー管理の重要性は認識するものの、その実施につ

いては適切な手法が理解できず、優秀なエネルギー管理技術者養成の必要性が確認された。

これらの状況を総合的に勘案して、本件プロジェクトでは、工業分野でのエネルギー効率を向

上させることを目的として、工場のエネルギー管理担当技術者の育成を行い、あわせて、必要な

政策・制度の整備、関連機関との調整を行うようにプロジェクトを計画した。

（1）エネルギー管理技術者の育成

既に第 2 次 5 か年計画で規定されたエネルギーに係る訓練が、省エネルギー局（EEO）及び

EEO 管轄の 5 か所の訓練センターで実施され、年間1,200 名の訓練修了者を輩出している。し

かし、特に実習訓練に関して十分とはいえず、適切な訓練機材を導入した新規訓練プログラ

ムによる最新の省エネルギー訓練の実施が必要である。

また、事業所内におけるエネルギー管理者の重要な役務である、省エネルギー意識啓発促

進手法についての適切な訓練が行われていない。したがって、各事業所で省エネルギー活動

を推進する優秀なエネルギー管理者を養成するため、訓練センターを設立し、教官、訓練プ

ログラム、訓練施設・機材、テキストなどの当該訓練に必要な条件を充足することが必要で

ある。

このエネルギー管理技術者の訓練は、イランのタブリーズ市にあるエネルギー省所管のア

ゼルバイジャンセンター内に、省エネルギー訓練センターを設置して行うこととした。

（2）エネルギー管理制度の整備と関連機関の調整

エネルギー管理技術者を育成することと併せて、訓練を受けることのインセンティブを高

め、訓練修了者が十分に働ける環境を整備することも本件プロジェクトの活動の一部とし

て位置づけた。3 － 2 の（3）法制度の整備で述べたような各種方策が実施される際には、エネ

ルギー管理者養成プログラムがこれらの制度に組み込まれることが望ましい。具体的にはエ
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ネルギー管理者養成プログラムを「エネルギー消費管理法」に基づく政府認定コースとして位

置づけることにより、産業界の適正なエネルギー管理体制を国家レベルで確立することがで

きると思われる。

省エネルギー推進活動は、エネルギー省だけでなく、他省庁（石油省、住宅省、工業省、農

業省、交通省など）でも行われているが、この活動を円滑に進めるために、政策の連携、情報

交換などの協力が必要である。

これらのエネルギー管理制度の整備と関連機関の調整には、省エネルギーのための技術訓

練コースの役割を最適化するために、本件プロジェクトの活動の一部として取り組み、主に

EEO への政策アドバイザーの活動として行うこととした。

4 － 2　プロジェクト戦略

本プロジェクトは特に製造業での省エネルギーに関する技術普及を行うことで、産業界のエネ

ルギー効率を向上させようという意図の下に実施される。いわゆる訓練・人材育成型のプロジェ

クトであるが、訓練プログラムが産業界によりよく貢献できるようにプロジェクト戦略を組み立

てている。以下の 5 つはプロジェクトがよりよく産業界に貢献するためにプロジェクト計画時に

工夫を凝らした点である。

（1）プロジェクト目標

プロジェクト目標を「省エネルギー訓練センターが産業界のエネルギー管理に貢献する」と

し、上位目標もこれに合わせて変更した。また、プロジェクトタイトルも「省エネルギー訓練

センター」から「省エネルギー推進」へ変更した。これは本プロジェクトが訓練センターのな

かで完結するものでなく、評価はあくまでも実社会への貢献実績で決まるということである。

（2）省エネルギー政策専門家

テヘランの EEO オフィスに省エネルギー政策専門家を派遣することとした。イラン政府は

産業界のエネルギー効率を改善するために査察対象工場の指定、エネルギー管理能力向上の

ための融資、減税などの措置、あるいはエネルギー管理能力の低い工場に対するペナルティー

の実施を検討している。これらの政策策定の動向は省エネルギー訓練センターでの活動にも

大きな影響を及ぼすものである。省エネルギー専門家の役割は、エネルギー政策全体のなか

に本件プロジェクトの訓練活動を適切に位置づけること、必要に応じて訓練プログラムをエ

ネルギー政策の動向に添ったものに改善するアドバイスを行うことである。これにより、本

件プロジェクトのエネルギー管理政策全体への貢献を最大化することを期待している。
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（3）訓練生の修了資格審査

訓練生は、アゼルバイジャンセンターでの研修訓練を終えて、自分の工場に戻り、省エネ

ルギーの診断と改善計画についてレポートを作成する。そのレポートが、センターの審査に

合格した場合に初めて修了証を授与される。訓練内容を実務に生かすことを促進することで

訓練生の動機を高め、またインストラクターも工場で起こっている問題を的確に把握するこ

とができる。

（4）イラン省エネルギー機構（SABA）との協力

アゼルバイジャンセンターでの研修内容が、産業界のニーズを反映したものになるように、

産業界に関する情報を蓄積している SABA と、より密接な協力関係を築く。具体的には、ア

ゼルバイジャンセンターでの研修のうち、特に省エネルギー診断に関する講義を SABA 職員

が担当したり、アゼルバイジャンセンターの講師が SABA の省エネルギー診断に同行したり

するなど、人材交流や情報交換などを積極的に行う。

（5）訓練生のアフターケア

現場である工場との連携を促進するため、コース修了生が実務上の問題をセンター教授に

相談できることを制度化する。これにより、訓練と実務とのつながりを強化する。具体的に

は訓練卒業生の抱える問題へのコンサルティング、同様の問題を解決した他の工場の責任者

紹介、視察のアレンジなどが考えられる。

（6）訓練コースの評価、見直し、改善

省エネルギー専門家の提言、産業界やコース修了生のフィードバック、EEO、SABA など

の意見を常に考慮して、訓練コースの内容が実務に即した最適なものであるように常に見直

し・改善を行う。
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5．プロジェクトの基本計画

日本側とイラン側が合意したプロジェクト基本計画は以下のとおりである。ここに述べる基本

計画はプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM ／ 7 － 2）の記載事項に説明を加えたもの

である。以下「太字」で書かれているのは PDM から抜き出した記載事項である〔プロジェクト暫

定実施計画（Tentative Schedule of  Implementat ion：TSI）、プロジェクト実施計画（Plan of

Operation：PO）、2003 年分年次計画（Annual Plan of Operation for year 2003：APO）はそれぞ

れ 7 － 3、7 － 4、7 － 5 を参照〕。

プロジェクト名称など

プロジェクト名称 ：「イラン・イスラム共和国における省エネルギー推進プロジェクト」

プロジェクト実施地域：「アゼルバイジャン高等教育センター（AERCT）及びテヘランの

省エネルギー局（EEO）事務所」

ターゲットグループ ：「産業界のエネルギー関連技術者（年間電力需要 2MW 以上又は石

油換算エネルギー消費量 2，000m3 以上の大規模施設を優先する）」

プロジェクト期間 ：「2003 年 3 月から 2007 年 3 月までの 4 年間」

5 － 1　プロジェクト目標

プロジェクト目標を「省エネルギー訓練センターが産業界のエネルギー管理に貢献する」と設定

した。評価の対象となる施設は訓練修了生が勤務している工場とする。指標は、訓練修了生が作

成する報告書で計算されたエネルギー消費原単位の変化でみる。この指標数値はイラン省エネル

ギー機構（SABA）が調査を行う。しかし、計算上のエネルギー消費原単位は楽観的な計測になる

可能性もあることから、これ以外に、工場で採用された訓練修了生作成のレポートの数及び省エ

ネルギー融資を得ることができた工場数も指標とする。

5 － 2　上位目標

プロジェクトの上位目標を「合理的なエネルギー使用により、産業界のエネルギー管理が実現

する」とした。評価の対象となるのは産業界の全工場とし、数値はプロジェクト目標と同じく工

業分野別のエネルギー消費原単位を用いる。具体的な目標数値はイラン側が提示する。

プロジェクト目標が達成された場合に、それが上位目標達成につながるための外部条件として

次の 3 つを設定した。

その 1 「イラン政府が省エネルギー活動を支援しつづける」

戦乱や政情不安により省エネルギーに対する政府の政策プライオリティーが低くなった場合に

は、この外部条件が満たされない可能性がある。
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その 2 「エネルギーコストが大幅に安くならない」

イラン国内のエネルギー価格は、需要と供給、補助金などのファクターによって決定されてい

る。今後エネルギー価格が大きく崩れることになれば、工場経営者の省エネルギーへの動機がそ

がれ、エネルギー消費原単位は増大することがあり得る。

その 3 「経済状況が大幅に悪化しない」

経済状況が大きく悪化すると産業界の需要が落ち込み、工場の稼働率が悪くなる。これはエネ

ルギー消費原単位の増加をもたらし、上位目標の達成を阻害する方向に働く。

5 － 3　成果と活動

（1）成果 1 と活動

成果 1 は「プロジェクトが有効に役立つよう、政策や関係行政機関間が調整される」とした。

この成果はEEO への省エネルギー政策専門家の活動を通じて実現されることを想定している。

活動 1 － 1 「産業界の省エネルギーに関する現行の政策を分析する」

エネルギー政策に関する最新の情報を収集する。

活動 1 － 2 「センターでの訓練が最大の効果をあげるように関連機関に省エネルギーに関

する効果的な政策を提案する」

訓練修了生や彼らが活動する工場に対して優遇措置を与えるなどの措置や、石油省での類

似プログラムとの調整を具体的に提案することで、エネルギー政策全体における本件プロジェ

クトの役割を合理的に最大化する。

活動 1 － 3 「産業と国家の要求に最もうまく応える訓練プログラムを提供できるようにす

る」

これは政策の枠組みに対応してセンターでの省エネルギー訓練プログラムの内容を改善し

ていく作業である。活動 1 － 2 でプロジェクトの環境を整え、この活動 1 － 3 でプロジェクト

自らも進化していくという戦略である。

活動 1 － 4 「省エネルギーに関する必要な広報普及を行う」

EEO への政策アドバイザーが日本での省エネルギー政策を紹介したり、訓練プロジェクト

の関係者が活動の成果や進捗を発表したりすることで、広く省エネルギーの必要性を訴える。
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（2）成果 2 と活動

成果 2 は「プロジェクトのカウンターパート、すなわち訓練センターのインストラクターた

ちが訓練用の施設機材を操作・保守できる」とした。この成果を出すための活動として以下の

4 つのものがある。また、この活動と成果を結びつける外部条件として「日本側からの供与機

材が通関に手間取らない」という項目を設定した。

活動 2 － 1 「施設機材の保守に関する詳細計画を立てる」

活動 2 － 2 「施設機材を据え付ける」

日本側から供与される資機材については、イラン側負担で行われる実験棟の建設が終了次

第、据え付けることとする。

活動 2 － 3 「施設機材の操作・保守に関する技術訓練を実施する」

日本人専門家の技術をイラン人 C ／ P に移転する作業である。

活動 2 － 4 「施設機材の操作・保守に関する規則とマニュアルを作成する」

イラン側が独自に操作・保守を行えるように規則マニュアルをつくり、それに基づいて活

用する。

（3）成果 3 と活動

成果 3 は「エネルギー関連技術者のための、理論・実技両方の訓練が継続的に実施される」

とした。これは日本側のサポートがなくても訓練実施が可能になる状況を目標として設定す

るものである。この成果を出すために以下の 7 つの活動を実施する。また、この活動と成果

を結びつける外部条件として「カウンターパートが引き続き、訓練センターで活動を続ける」

という項目を設定した。

活動 3 － 1 「適切な訓練プログラムのための最新の情報を入手し、分析する」

本件プロジェクトの施主である工場のエネルギー関連技術者は、授業料を払って訓練を受

けに来る。彼らが満足できる訓練を行えるように、常に産業界が求める省エネルギー技術を

特定する努力を行う。

活動 3 － 2 「訓練コースのカリキュラムを作成し、教材を準備する」
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活動 3 － 3 「訓練センターのカウンターパートに訓練を施す」

プロジェクトのターゲットグループである工場のエネルギー関連技術者に、直接訓練を施

すのは訓練センターのインストラクターであるが、日本人専門家はそのインストラクターた

ちを C ／ P として訓練に必要な技術移転を行う。

活動 3 － 4 「トレーニングコースを実施する」

日本人専門家のサポートを受けたイラン人インストラクターが、センターで訓練コースを

実施する〔具体的な研修 3 コース（一般コース、熱コース、電気コース）のプログラム案につ

いては 7 － 6 を参照〕。

活動 3 － 5 「訓練修了証発行のために訓練生のレポート（エネルギー診断と改善計画からな

る）を審査する」

活動 3 － 6 「訓練修了生のアフターケアに必要な措置を行う」

訓練修了者が現場で省エネルギーについての困難に遭遇してセンターに相談があった場合

には、問題解決のための必要な措置を行う。

活動 3 － 7 「訓練コースの効果をモニタリングし、コースの改善を行う」

これは活動 1 － 3 にも対応するが、常に産業界の省エネルギーの要求に応じた訓練プログ

ラムを提供できるように、不断の努力を行うことである。

5 － 4　活動の実施戦略

訓練活動はタブリーズのアゼルバイジャンセンターで行われるが、訓練内容が産業界のニーズ

を反映したものになるよう、テヘラン（エネルギー省及び EEO）とタブリーズ（アゼルバイジャン

センター）の連携が重要となる。

そのため、① SABA とアゼルバイジャンセンターでの人材交流を含む協力活動を通じて、産業

界のニーズを訓練内容に反映させる。②テヘランに省エネルギー政策専門家を配置し、EEO、

SABA 及びアゼルバイジャンセンター間の協力体制についてもEEO を支援する、という方策をと

ることで、地方都市で行なう研修の内容を国家レベルのものとする。

また、省エネルギーを推進する訓練以外の施策（エネルギー価格設定や省エネルギー活動への

動機づけ導入政策）について、省エネルギー政策専門家が日本の経験などをアドバイスすること

で、イランにおける省エネルギーがより推進されるようにする。
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5 － 5　モニタリングと評価

訓練の教材や授業に関する評価指標としては工場責任者や訓練生の意見を重視している。今後、

中間評価、終了時評価の際には、日本・イラン合同の評価委員会が結成されるが、何らかの形で

産業界の代表者たちも評価委員に加わることが望ましい。

5 － 6　C ／ P 組織・先方政府からのコミットメント

アゼルバイジャンセンターではこのプロジェクトのためにインストラクター（日本人専門家の

C ／ P）を 3 人増やして 8 人とするとのコメントがあった。また同様に、供与機材を収容する建物

については敷地を確保済み、予算は本件 R ／ D 署名後直ちに確保するとの説明があった。

5 － 7　投　入

（1）日本側投入

1）人材の派遣

a）長期専門家

・チーフアドバイザー（48 人／月）

・プロジェクト調整員（48 人／月）

・省エネルギー専門家（熱分野）（48 人／月）

・省エネルギー専門家（電気分野）（48 人／月）

・省エネルギー政策専門家（期間は日本でのリクルート状況による）

b）短期専門家

・必要に応じて適切な数の短期専門家を派遣する（分野の例：機材据え付け、広報普及、

教授法、施設建築に関する省エネルギー）

2）C ／ P を対象とする日本での訓練（毎年 2 ～ 3 人ずつを目処とする）

3）別途合意したとおりの機械・設備（供与機材リストは 7 － 7 を参照のこと）

（2）イラン側投入

1）人　材

・プロジェクトディレクター

・プロジェクトマネージャー

・プロジェクト調整員

・教授（候補者については 7 － 8 を参照）

・事務職員

・技術専門員（準教授）
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・秘　書

・運転手

2）プロジェクトに必要な土地、建物、部屋、施設

・日本人専門家とイラン人 C ／ P に必要な事務所と必要な施設

・技術移転のための会議室

・JICA により供与される機材・資材に必要な建物、施設及び場所

3）費用負担

・プロジェクト実施のために必要な予算。これには供与機材のイラン国内の運送費と据え付

け費を含む。

5 － 8　プロジェクトの運営・実施体制

本件プロジェクトのイラン側の直接の関係機関は、EEO、SABA、及びアゼルバイジャンセン

ターの 3 者である。

EEO は責任機関であり、プロジェクト実施についての予算確保、省エネルギー訓練センターの

設立・管理、省エネルギー関連の政策立案、関連機関との調整などについて責任を負う。また、日

本側からの省エネルギー政策専門家を受け入れ、本件プロジェクトの活動のうち政策立案、調整

を行なう実施機関である。

SABA は本件プロジェクトの協力機関である。省エネルギー訓練センターへのアドバイス、活

動の調整、訓練生の選択、訓練コースの評価、プロジェクト評価レポートの作成と EEO への報告、

訓練修了証の発行などを行なう。

アゼルバイジャンセンターはその敷地に本件プロジェクトのために省エネルギー訓練センター

を設立し、訓練部分の活動を受け持つ実施機関である。

プロジェクトの実施体制図を 7 － 9 に示す。また、本件プロジェクトの効果的運営のために合

同調整委員会を設け、少なくとも年に 1 回の会合を行なうことになった。委員の構成は 7 － 10 の

とおりである。

5 － 9　事前の義務及び必要条件

PDM での前提条件は「省エネルギーの必要性が減じないこと」とした。これとは別に、供与機

材を収容する建物の予算措置を行うこと、研修プログラム案の適否について産業界の移行を確認

すること、が必要であることについて合意している。
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6．プロジェクトの総合的実施妥当性

この章では今回計画、合意されたイラン省エネルギー推進プロジェクトを実施することを総合

的な事前評価の観点から妥当かどうかを診断し、記述する。評価の項目としては経済協力開発機

構（OECD）で採用されている評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）を

用いることとする。

6 － 1　妥当性

（1）案件内容の好況事業・政府開発援助（ODA）としての適格性

本件プロジェクトは、対象分野に係る技術協力を訓練・研究機関に対して実施し、各種産

業界の人材を広く訓練することを推進する。そのため、波及効果は高く、公平性も高い。

ターゲットグループはイランの産業界、具体的には大規模工場のエネルギー管理担当技術

者である。イランの大規模な工場の 8 割が国有工場であるともいわれ、競争の不在、エネル

ギーへの補助金政策などにより、従来比較的楽な経営が可能であった。しかし今後は、国有

工場の民営化、エネルギー補助金の廃止などが中期・長期的に見込まれるため、各工場では

競争力の強化を急いでいる。工場における適切な省エネルギーはコスト削減に大きな効果が

あるので、工場責任者の関心が高い。つまりターゲットグループ側には、省エネルギーの訓

練実施、ノウハウの習得に関して大きなニーズがある。

ところが各個の工場が別々にエネルギー管理技術者の育成に取り組むにはコスト、スケー

ル、技術的に無理がある。本プロジェクトで、アゼルバイジャンセンターのような公的機関

が、関連の技術訓練を集中的に施すことは経済性・公平性・技術の点で有利であり、より大

きな効果が期待される。これに日本が技術協力を行なうことで大きな波及効果がある。

更に、イランにおける石油・天然ガスはいわゆる公共財であり、世代を超えて大切に使用

すべきである。適切なエネルギー管理を行なうことによる受益者は広範囲に及ぶため、国費

やODA を投入する公益性と公平性がある。

（2）我が国の援助政策との整合性

日本は中東地域の政治的安定を図る見地から、イランとの友好関係の維持に努めており、域

内の大国である同国の社会・経済の安定を必要としている。特にハタミ政権成立後は、同政

権の改革努力を支援する方針である。本案件はイランの安定的な発展に寄与すると考えられ

る。また、エネルギー輸入国である日本にとり、イランの石油輸出量を確保することは、エ

ネルギーの安定保証の観点からも重要である。
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（3）相手国ニーズとの一致

エネルギー消費削減は国家優先課題として位置づけられており、最高指導者ハメネイ師の

政策指示書の 1 項目として明記されている。具体的には現在法制化作業中の「エネルギー消費

管理法」で規定し、省エネルギー政策を国家レベルで推進する計画である。

本プロジェクトの目標は、この政策を推進する人的資源を育成するための訓練センターを

確立し、主に産業部門におけるエネルギー管理者を育成し、エネルギーの効率的利用に資す

るものである。C ／ P 機関である省エネルギー局（EEO）は、イランにおける省エネルギーの

主管部局であり、プロジェクトサイトのアゼルバイジャンセンターは EEO 所管のエネルギー

関連訓練・研究機関であり、当該政策推進の中心的存在である。したがって、本プロジェク

トは国家優先課題に対して、当該問題の主管部局の責任の下、主導訓練機関で実施されるた

め、相手国のニーズに一致しており、プロジェクト実施機関の選択も適切といえる。

（4）日本の技術の優位性

本分野に係る日本の技術レベルは高く、数多くの技術協力実績を有している。2 度の石油危

機を経て日本の産業界の省エネルギー対策は大きく促進され、1974 ～ 1998 年における産業部

門のエネルギー消費の伸びは年率 0.1％に抑えられ、ほとんど増加していない。イランとの比

較においてはGDP100 万ドル当たりのエネルギー消費は日本が 96toe（エネルギーの石油換算

t）、イランが 1,037toe で格段の開きがある。

エネルギーは産業（製造）部門のみならず家庭部門、業務（商業・サービス）部門、運輸部

門でも消費されるが、産業部門でのエネルギー対策について日本の経験・技術は特に優れて

いる。持続可能な経済発展を促すためにも産業部門でのエネルギー管理は重要な課題であり、

日本がこの分野で協力を行なうことは適切である。

6 － 2　有効性

（1）計画の論理性

本件プロジェクトの中核となる活動は工場のエネルギー関連技術者への技術訓練の実施で

ある。このターゲットグループのエネルギー管理技術取得の動機は高く、適切な技術訓練を

実施することにより、訓練修了生がそれぞれの工場に戻り、適切な省エネルギーに取り組む

ことは、当然のこととして期待できる。産業各部門では、省エネルギーの必要性を認識しつ

つも、対応できる技術人材が不足している現状にあり、技術者を育成する当プロジェクトの

有効性は高い。これによりプロジェクト目標である「省エネルギー訓練センターが産業界のエ

ネルギー管理に貢献する」ことが達成されることは無理なく想定される。

プロジェクト実施機関であるアゼルバイジャンセンターには長年の訓練実施の実績があり、
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日本からの技術協力が得られれば、適切な省エネルギー訓練を実施する体制を、無理なく構

築できるものと思われる。訓練プログラムの質については評価・モニタリングの際に、ター

ゲットグループである訓練生や工場経営者の意見を最重要視し、適切な改善を行うことで必

要レベルを維持することができる。

また、訓練内容に産業界のニーズを反映させるために、産業界の情報を有しているイラン

省エネルギー機構（SABA）が、アゼルバイジャンセンターとの人材交流などを通じて産業界

のニーズ情報を提供する体制が整っており、プロジェクトの有効性は更に高まると思われる。

（2）目標設定のレベル

本件のプロジェクト目標は「省エネルギー訓練センターが産業界のエネルギー管理に貢献す

る」ということであり、その指標としては工場での省エネルギーの改善具合を直接評価するこ

とになる。この目標設定のレベルは他の類似案件に比較して意欲的である。

従来の技術訓練プロジェクトのプロジェクト目標は「○○センターの訓練体制が確立され

る」、「××センターで技術訓練が実施される」というものが多く、その結果としての実社会へ

の効果・貢献についてまで踏み込んだプロジェクトはほとんどなかった。

このように本件プロジェクトでは達成すべき目標レベルが高く設定されているので、実施

関係者にはより一層の努力が期待されている。アゼルバイジャンセンターが既に相当の能力

を有していること、日本側から移転すべき技術の内容が明らかで、適切な専門家の派遣が期

待できることなどにより、十分達成可能なプロジェクト目標である。

（3）プロジェクト目標に到るまでの外部条件は満たされるか

外部条件には「イラン政府が省エネルギー活動を支援し続ける」、「エネルギーコストが大幅

に安くならない」、「経済状況が大幅に悪化しない」「カウンターパートがセンターで働きつづ

ける」、「供与機材の通関が手間取らない」の 5 項目がある。どれもが満たされない可能性を否

定できないものである。石油埋蔵量に限界があることから、省エネルギー政策の優先度や当

該センターの位置づけが下がる可能性は低いと考えられる。

6 － 3　効率性

（1）費用対成果／結果

このプロジェクトでは、既に長年にわたって活動を行っているアゼルバイジャンセンター

の施設と人材を活用する計画である。C ／ P の知識・技術水準は、円滑な技術移転を行える水

準であることが確認されており、長期・短期専門家、本邦研修を通じて効率的な技術移転が

見込まれる。
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活動実施に利用可能な既存の施設・機材を最大限に活用し、供与機材としては現地調達可

能なものが多く見込まれるため、プロジェクト実施中、終了後のスペアパーツ調達について

も問題はないと思われる。既存の建物に供与機材の一部が設置できず、イラン側の予算で新

規に建物を建設することになっているが、現状で考えられる最も経済的な方法である。

現在法制化作業中の「エネルギー消費管理法」における人材育成機関としてプロジェクトサ

イトが位置づけられ、当該訓練コースを国家資格のためのコースとすることが考えられてお

り、法制化と並行して技術移転を行うことはタイミングとしても好ましい。

以上のことから、プロジェクトの投入及び活動が 5 － 3 に述べる成果に無駄なく結びつく

ことが想定される。また、活動にはプロジェクト目標を達成するための仕掛けがいろいろと

盛り込まれているので、プロジェクト成果は無理なくプロジェクト目標に結びつく。

（2）費用対効果

研修を受けた技術者が工場に戻り、特に大きな設備投資をせずとも、適切な省エネルギー

を実行することにより、10％程度のエネルギー削減が可能になると見込まれている 注 1。イラ

ンに存在する工場のうち、従業員 50 名以上の約 2,200 の工場が、産業界におけるエネルギー

消費量の 81％を消費している 注 2。この 2,200 の工場にエネルギー管理者が配置されて、10％

のエネルギー削減が実行できたと仮定すると、毎年の節約効果は 3 億 8,800 万 US ドル 注 3 に

もなり（1 バレルの原油価格が20US ドルと仮定）、プロジェクト実施コストをはるかに上回り、

投資効率は極めて高いといえる。

6 － 4　インパクト

（1）上位目標の達成見込み

上位目標については達成される見込みが高く、このプロジェクトはイランの社会経済に大

きなインパクトを与えるであろう。プロジェクト目標の達成度は、訓練修了者が工場に戻っ

て効果あるエネルギー管理を行うかどうかによって評価される。今回のプロジェクトでは、

ターゲットとするすべての大規模工場からエネルギー関連技術者が訓練に参加することを計

画している。このため「合理的なエネルギー使用により、産業界のエネルギー管理が実現する」

という上位目標が達成される可能性は高い。

注1　SABA の調査による。
注 2　EEO のデータによる。
注 3　現在のイラン全体のエネルギー消費量は 4.72 × 1015Btu であり、うち産業用に消費されているのは 27％であるので 1.27

× 1015Btu、この 10％を削減できると節約分は 1.27 × 1014Btu となる。これはカロリー換算で 3.20 × 1013kcal、原油換算
で 3.2Mtoe、さらにバレル換算では 23.7M バレルになる。原油価格には当然動きがあるが、かなり低く 20US ドル／バレ
ルとした場合、効果は 4 億 7,400 万 US ドル／ year となる。
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（2）社会経済的インパクト

1）政策的インパクト

現在イランでは、石油燃料に補助金をつけて国民の経済的負担を軽減する政策を実行して

いる。これはエネルギーの過剰消費を促進していることでもある。イラン政府はエネルギー

消費の効率化を図らねばならないことを十分に認識しており、中期・長期的には補助金を削

減し、エネルギー価格を上げることを模索している。この意味において、省エネルギーの適

正化を目的とする本件プロジェクトは、このエネルギー価格正常化の意向に沿うものである。

更に、イランでは国営工業の民営化を進めようとしており、そのためには工場生産物の品

質改善、コスト削減の努力を行うことで、各工場の競争力を高める必要がある。適切な省エ

ネルギーはすぐにコスト削減に結びつくので、本件プロジェクトは産業界の競争力増加とい

うインパクトももたらし、民営化の促進材料となる。

2）制度的インパクト

訓練コース修了者は、近い将来制定される法令による国家資格付与が見込まれている。有

資格者によるエネルギー管理が法的に義務づけられることにより、資格取得のインセンティ

ブも高まると期待され、有資格者の技術水準が更に向上することが期待される。エネルギー

省では、省エネルギーに係る融資申請には、本センターの修了生がかかわる仕組みをつくろ

うとしており、これは各工場が技術者を訓練生として送り出してくる大きな動機づけとなる。

3）社会・文化的なインパクト

このプロジェクトの受益者は産業セクター、つまり工場である。イランには合計で 3 万の

工場があるとされているが、そのうち従業員 50 人以上の工場が 2,200 ある。この工場の数は

全体の 7.2％であるが、産業界全体の従業員の 68％を雇用し、エネルギーの 81％を消費して

いるという。このように大規模工場においてエネルギー管理を実践することは多くの工場労

働者を巻き込み、「省エネルギー文化」を広げることになる。産業界での大規模な省エネル

ギーキャンペーンは、民生、運輸における省エネルギーの推進にも寄与することと思われる。

ちなみに各市町村にある電力（配電）・上下水道会社はエネルギー省傘下の会社であり、エ

ネルギー省からの指導に従わねばならないため、訓練生を派遣してくることは確実である。

これにより、省エネルギー文化は国土の隅々にまで普及されることとなる。

省エネルギー訓練センターでの訓練プログラムは、JICA の協力終了後も継続されるので、

プロジェクト効果は持続的に発現すると予想される。

4）技術的インパクト

日本人専門家グループからの技術移転を受けるC ／ P の数は 8 人と想定されている。訓練

プログラムにはエネルギー消費の大きい工場からの技術者を優先させる予定であるが、例え

ば消費電力 2MW 以上の工場数は 539 と報告されている。4 年間のプロジェクト終了時まで
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には、述べ人数でこれを大きく上回る数の技術者の訓練を終了させることを想定している。

訓練コースは一般、電気、熱の 3 コースに分かれており、主に工場の機材、設備の適切な

操作による省エネルギーについて講義と実習を行う。一部建築物の省エネルギーに関するカ

リキュラムも含まれているので、工場などの建築に関する省エネルギーについても技術習得

をすることができる。

5）経済的インパクト

適切な省エネルギーが推進されることにより、主要輸出品である石油の国内消費を削減、

輸出割合を増やすことが見込まれ、国際収支と国家財政の改善に寄与することが期待される。

6）その他の効果

省エネルギーが推進されることにより、エネルギー使用量を低減させ、CO2 削減などを通

して、環境保全に大きく寄与する。

6 － 5　自立発展性

（1）組織能力

当該プロジェクトサイトでは、既に EEO の傘下で関連訓練コースの実施実績があり、プロ

ジェクト運営に係る予算措置も確保されることが確認されている。また、訓練コースは有料

であり、受講者の勤務先がほぼ全面的に経費を支出している。制度的にも、当センターが訓

練実施機関として法的に位置づけられることが検討されているため、十分な自立発展性が期

待される。

（2）財務状態

JICA の協力終了後にイラン側が負担すべき追加費用はない。訓練プログラムの内容が産業

界のニーズに添っている限り、訓練の需要は持続し、プログラムの経営は可能である。

（3）社会的・環境的・技術的受容性

プロジェクトの受益者である産業界では、適切な省エネルギーによる製造コスト削減、競

争力の強化を真剣に考えている。先進的な工場では ISO9000 シリーズ、14000 シリーズの導

入も広がっており、先進技術を取り込む動機、技術力ともに高い。よって産業界でこの訓練

プログラムの有効性がプラスに評価される限り、このプロジェクトは社会的・環境的・技術

的に継続して受け入れられるものである。

6 － 6　総合的実施妥当性

本案件は、イランの重要な優先課題に対する、日本が協力実績の多い分野での対応という組み
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合わせであり、費用対効果、波及効果などの面で大変妥当性の高いプロジェクトである。技術協

力による効果は、省エネルギー推進による経費削減という具体的な結果を導き、この結果により、

更に当該分野の重要性が高まり、人的、物的投資が進み、更なるレベルアップが期待される。現

在整備中の制度的な位置づけにも問題はなく、当該分野に係る国家的な気運の高まっている時期

におけるプロジェクトの実施の妥当性は高いと思われる。

6 － 7　懸念・留意事項

本件プロジェクト計画はイランのエネルギー事情や産業界の動向を考慮し、最大の効果をあげ

るように計画されている。ただし、受益者である産業界が計画策定に参加したわけではない。最

大の注意と善意で準備したプログラムが、顧客に受け入れられないことはしばしばあることであ

る。本件の訓練プログラムの計画についても、その内容や仕組みについて実施前に受益者側に提

示して意見を求め、必要に応じて計画を変更する必要がある。計画、実施、評価のすべての段階

で受益者サイドの具体的な参加とサポートを得て、産業界で実際に効果のあるプロジェクトの運

用をめざすべきである。

なお、当初イラン側からは建築施設（既存及びこれから建てる建物）の省エネルギーに関する技

術移転の要望が出されたが、日本側の協力可能な範囲として、既存建物、特に工場建築に限定し

た省エネルギーについて技術協力の範囲とすることになった。具体的には省エネルギー訓練セン

ターで実施する訓練プログラムの熱コース、電気コースの一部に建築物の省エネルギーについて

盛り込むことで合意した。イラン側は建築部門での省エネルギーについて、引き続き強い関心を

もっていることに留意する必要がある。
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